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平成 23 年 12 月 12 日 

各  位 

東 京 都 品 川 区 大 崎 一 丁 目 1 1 番 2 号

コ ム チ ュ ア 株 式 会 社

代 表 取 締 役 会 長  向  浩 一

（コード番号：３８４４） 

問い合わせ先

電 話 番 号

取締役経営企画本部長 田村 誠二

 0 3 － 5 7 4 5 － 9 7 0 0

 

事業の譲受けに関する基本合意書締結のお知らせ 

 

当社は、平成 23 年 12 月 12 日開催の取締役会において、当社がテクノレップス・ジャパン株式会社

（以下、「テクノレップス」という。）の全ての事業を譲受けることを決議し、同日付で事業譲受けに

関する基本合意書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

  

記 

１． 事業譲受けの理由 

当社は、「クラウド時代を“コラボレーション”でリードするコムチュア」を経営ビジョンに掲

げ事業展開を行っております。成長エンジンとなるのは「クラウドコンピューティングビジネス」

であります。 

事業環境が大きく「クラウドコンピューティングビジネス」にシフトする中、当社は、ＩＴ各社

が積極投資をしておりますクラウドデータセンタにおける構築・保守・運用といった、ＩＴサポー

トサービスの拡大を検討してまいりました。 

またテクノレップスは、「お客様のシステム活用」をサポートする会社として事業を行なってお

ります。中心となるサービスは、お客様の情報システムの構築・保守・運用を行なうＩＴサポート

サービス、サーバやネットワーク等の基盤構築を行なうＩＴプラットフォームサービス、アプリケ

ーションの構築・保守を行なうソリューションシステムサポートサービスなどであります。 

現下の経済の不透明感からユーザ企業がＩＴ投資に慎重な姿勢を見せる中、同社のＩＴサポート

サービスをはじめとする各事業拡大のためには、ユーザ層の拡大とパートナ企業の発掘が課題であ

りました。 

このような背景のもと、相互のコラボレーションによる事業拡大の可能性を両者間で検討してま

いりました結果、両者の事業が補完関係にあり、将来の事業拡大に繋がることが確認できたため、

この度の基本合意書締結に至りました。 

 

２． 事業譲受けの内容 

(１) 譲受け事業の内容 

テクノレップスは以下３事業を有しており、当社はその全ての事業を譲受けます。 

① ＩＴサポートサービス事業（ＩＳＳ） 

② ＩＴプラットフォームサービス事業（ＩＰＳ） 

③ ソリューションシステムサポートサービス事業（ＳＳＳ） 
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(２) 譲受け事業の経営成績 

 平成21年11月期 平成22年11月期 平成23年11月期 

売 上 高 1,205百万円 1,196百万円 1,127百万円

売上総利益 1,138百万円 1,107百万円 1,039百万円

営 業 利 益 1百万円 1百万円 27百万円

経 常 利 益 0百万円 1百万円 42百万円

(３) 譲受け資産、負債の項目および金額 

譲受け資産、負債の項目および金額は、別途、会計士・弁護士による精査を受けた後、お知

らせいたします。 

(４) 譲受け価額および決裁方法 

譲受け価額および決裁方法は、別途、当事者間で協議の上、決定いたします。 

 

３． 譲渡会社の概要 

商号 テクノレップス・ジャパン株式会社 

事業内容 ・ＩＴサポートサービス 

・ＩＴプラットフォームサービス 

・ソリューションシステムサポートサービス 

設立年月日 1989 年 12 月 

本店所在地 東京都港区西新橋 1-16-3 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 篠田 公次 

資本金 31,500 千円 

純資産 56,786 千円 

総資産 385,260 千円 

決算期 11 月 

従業員数 200 名 

大株主の状況 篠田 公次 204 株 (32.4％)

篠田 和繪 125 株 (19.8％)

前田 兼男 96 株 (15.2％)
 

当社との関係 資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ 

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 
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４． 事業譲受けの日程 

平成 23 年 12 月 12 日  取締役会決議 

平成 23 年 12 月 12 日  基本合意書締結 

平成 23 年 12 月 26 日  最終合意書締結（予定） 

平成 24 年 1 月 1 日  事業譲受け（予定） 

 

５． 会計処理の概要 

本事業譲受けに関する会計処理の概要は、詳細が確定次第お知らせいたします。 

 

６． 今後の見通し 

本事業譲受けに伴う今期の連結業績への影響額は軽微なものと考えております。なお、次期以降の連

結業績への影響額につきましては、現在のところ精査中であり、確定次第速やかに開示いたします。 

以 上 


